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時代が大きく変革している中で、プランに掲げる目指す姿を実現するためには、県

民一人ひとりと認識を共有するとともに、県政に対する様々な意見を踏まえながら、

力を合わせて施策・事業を展開していくことが重要です。

このため、プランの推進に当たっては、最重要課題である人口減少問題をはじめと

した諸課題やこれまでの取組、今後の施策の方向性などについて、様々な媒体を活用

しながら分かりやすく発信することにより、県民の県政への関心を高めつつ、理解と

参画を促進します。

また、知事と県民の意見交換会など、地域が抱える課題等について実際に現場で活

動されている方々と知事等が直接意見交換する機会を確保し、対話に努めるとともに、

県民意識調査などにより県政に対する県民ニーズを的確に把握するほか、秋田県総合

政策審議会をはじめとした各審議会等における専門的な立場からの意見を踏まえ、実

効性のある施策・事業を推進していきます。

人口減少の進行が当面避けることができない状況の中で、複雑・多様化する県民ニ

ーズに的確に対応していくためには、県や市町村のみならず、大学やＮＰＯ、住民組

織などの多様な主体が、それぞれの得意分野を互いに認識し、役割分担しながら力を

結集して取り組んでいくことが重要です。

プランの推進に当たっては、各主体との情報共有を図りながら、それぞれが持つノ

ウハウや特徴を生かしつつ、協働体制を構築しながら様々な課題に対して対応してい

くとともに、本県が目指す将来の姿、「高質な田舎」の実現に向けて共に手を携えな

がら取組を進めていきます。

社会経済情勢が激しく変化し、県民が県政に求める行政サービスが多様化している

中、施策・事業の適切な選択と共に、厳しい財政状況を踏まえた一層効果的・効率的

な行政運営が求められています。

また、プランの実効性を確保しつつ着実に推進していくためには、政策等の進捗状

況を的確に把握した上で課題を分析し、改善に取り組むことが重要です。

このため、成果を重視する行政の推進等を目的とした「秋田県政策等の評価に関す

る条例」に基づく「政策、施策、事業」ごとの体系的な評価を実施するとともに、

「企画・立案(Plan)、実施・展開(Do)、点検・評価(Check)、改善(Action)」のマネ

ジメント・サイクル（ＰＤＣＡサイクル）による適切な進行管理を行っていきます。
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ＰＤＣＡサイクルを効果的に活用し、プランにおける数値目標の達成状況や評価

結果から明らかとなった課題等を整理するとともに、解決に向けた対応方針を検討

し、次年度以降の取組に適切に反映しながら、施策・事業を進めていきます。

プランの評価に当たっては、戦略を構成する各施策に掲げる数値目標の達成状況

や、施策・事業の進捗状況を多角的に分析するほか、選択・集中プロジェクトの推

進状況を検証するとともに、２期総合戦略の効果検証も念頭に置いた総合的な評価

を進めていきます。

行政の透明性の確保に向け、プランの戦略等の評価結果については、外部評価委

員の審議を経た上で県議会に報告するとともに、県公式ウェブサイトへの掲載など

様々な媒体を活用して、県民に分かりやすい形で公表していきます。

1999年に策定した「行政改革大綱」から20年以上にわたり、“簡素で効率的な行政”

を目指して各般の取組を推進してきましたが、人口減少や少子高齢化の進行など、県

行政をめぐる環境は一段と厳しさを増しています。

限られた財源や人員体制の中にあっても、時代の変化に応じて適切な行政サービス

を提供するとともに、プランに掲げた施策・事業の着実な推進を下支えしていくため

には、業務のあり方について不断の見直しを行っていくことが必要です。

今後４年間の行政改革においては、社会が大きく変革していく中で、行政サービス

に対する県民の満足度を一層高めていくため、これまで改善を進めてきた取組の定着

を踏まえ、更なる高みを目指して次の事項に重点的に取り組んでいきます。

なお、取組の推進に当たっては、目標等を設定し、その成果について自己評価を行

った上で、外部有識者等からも意見を聴取しながら進行管理するとともに、実績や評

価結果については、県公式ウェブサイトにおいて公表します。

ＤＸ推進等の前提となる各種手続の見直しや施設利用料等への多様な支払方法の

導入等により、県民の利便性の向上を図ります。また、職員の専門性の向上や多様

な人材が活躍できる職場づくり等により、効果的・効率的な業務の推進を図ります。

幅広い世代に伝わる広報の推進や民間団体等との定期的な対話の促進により、官

民双方の認識の共有化を図ります。また、地域プラットフォームを通じた県有施設

の整備等に係る公民連携手法の導入促進など、公共施設の整備・運営に民間が持つ

ノウハウを活用します。

⑴ ＰＤＣＡサイクルの実施

⑵ 総合的な評価

⑶ 評価結果の県民への公表

⑴ 県民の利便性の向上と効率的な業務の推進

⑵ 官民対話の更なる促進


